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1．陣がい福祉計画の基本



（2）居住環境の充実

地域での生活を希望する陣がい者の居住環境を整えるため、アパートや借

家等の家主、または地域住民の理解の促進を図ります。

また、ケアホームやグループホームの設置を促進するため、事業者に対し

て助成制度情報や空き家情報等の提供の充実に努めます。

（3）陣がい者雇用環境l

企業等の陸がい者雇用一

た企業開拓を関係機関等と

また、福祉施設の工賃1

製品を広く啓発し、需要‡

（4）制度やサービスにl

l充実

．の理解を促進するとともに就労機会の創出に向け

連携して行います。

＝匂上を図るため、共同販売会を開催するなど授産

大に向けた取り組みを行います。

】する情報提供の充実

陣がい者やその家族が必要とする各種制度やサービスを自ら選択して利用

できるように情報提供方法を検討し、より充実した情報提供に努めます。

また、各種制度やサービスを必要としている陣がい者の把握に努め、相談

支援事業と連携して各種制度やサービスに結びつけていく活動を行います。

（5）陣がい福祉サービス等利用手続きの支援

障がい福祉サービスや地域生活支援事業の利用手続きの軽減を図るため、

陣がい者の陣がいの程度や〉家族の生活状況に応じ、訪問による利用手続きな

どの支援を行います。

（6）地域資源の活用

陣がい者の多様なニー

し、希望に応じたサービ

（7）陣がい者自立支援

陣がい者自立支援法に

サービス提供事業者から

す。

（8）事業者の参入促進

新たに陣がい福祉サー

有する事業者を把握する

参入を促進します。

に対応するため市内の施設や事業所と連携・協力

を受けられるように調整を図ります。

に基づくサービス体系への移行支援

づ＜サービス体系への円滑な移行を促進するため、

相談に応じて岩手県と連携し、移行支援を行いま

、相談支援及び地域生活支援事業を行う意向を

ともに必要とする情報を提供し、多様な事業者の
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4．平成21年度から平成23

（1）入所施設の入所者

福祉施設入所者について

設定します。

度に向けた目標

地域生活への移行目標

平成23年度末までに地域生活へ移行する目標を

区 分 数　　 値

（

†し

ノ

希

現　　 在　　 入　　 所
l
；音　 数　 A
l

17 9 人

新　 規　 入　 所　 見　 込 み 音 数　 B

ll

15 人

地 域 移 行 日 華
、 者　 数　　　 C 2 8 人

平 成 2 3 年 度 末 1 l所 者 数

l D ＝A ＋ B ‾C
1 6 6 人

削　　 減　　 目　　 標 l音 数　E ＝A －D 1 3 人

地　　 域　　 移 丁　 率 C ／A

（国目標 ：1 0 ％以上）
15 ．6 ％

入　 所　 施　 設　 退 所　 率　 E ／A
7 ．3 ％

国目標 ： 7 ％以上）

※　現在入所者数は、岩手県で実 した障力てい福祉計画策定に係る地土或移行希望調査結栗
7 月1 田現在）による施設入戸吉敷です。
※　地域移行とは、入所施設を、N所し、居住の場をケアホーム、グループホーム、福祉ホ

宅、一般住宅に移ることをいし

入 院 中 の 精 神 陣 が し

ます。

者 の 地 域 生 活 へ の 移 行 目標

精神科病院入院患者の ‾ら受け入れ条件が整えば退院可能な精力

入院を平成2 4 年度末ま

院目標を設定 します。

“に解消することを目指 し、平成2 3 年

区 分 数　　 値

退 院 可 能 な 精 神 障 が い 吉 敷　　 A 17 人

　 l

退　 院　 甲　 標 B 1 1 人

退　　　　　　　 院

l
i 率 B ／A

l

6 4 ．7 ％

※　退院可能な精神障かい吉敷l 、岩手県で実施した障かい福祉計画策定に係る地Ⅰ或移子
（平成20 年7 月1 日現在）l よる退院可能な精神陣がい音数です。
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福祉施設 か ら一般 労への移行 目標

平成2 3年度中に福祉施吉から一般就労に移行する目標を設定しま

区 分 数　　 値

平成 17 年度中一般就労移行者数　 A 5 人

平成 2 3 年度中一般就労移行者数　 B 2 0 人

一　 般　 就　 労　 移 行　 率　B ／A
4 倍

　 （国目標：4 倍）
l※ 一般就労した者とは、一般企幸等に就職した者、在宅就労した者、自ら起業した者をい

5．陣がい福祉サ1ビス・相談支援の見込量

（1）訪問系サービス

①居宅介護（ホームヘルプ）

自宅で入浴、排せつ、食草の介護等を行います0
②重度訪問介護

守
重度の肢体不自由者で

食事の介護、外出時におl

に介護を必要とする人に、自宅で入浴、排せつ、

る移動支援などを総合的に行います。

③行動援護

自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するため

に必要な外出支援を行い頭す。

④重度陣がい者等包括支埠
常に介護が必要な人の再で特にも介護の必要性が高い人に、居宅介護など

複数のサービスを包括的l］提供します。

⑤短期入所（ショートス＃ィ）

自宅で介護する人が病串などによって一時的に介護者机＼ない場合に、短

期間、夜間も含め施設に再いて入浴、排軋食事の介護等を行います。

■1か日当り利用見込みi

区　　　　　　　 分 毒 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

居宅介護、重度訪

問介護、行動援
護、重度陣がい者
等包括支援

実利用声数 　 人
9 6 1 0 6 1 1 7

　 l利用見込量 　　 時間
2 ，3 1 4 2 ，6 0 8 2 ，9 3 7

短 期 入 所

（ショートステイ）

実利用声数 　 人
1 3 1 5 1 7

利用見込星 　 入日
1 9 5 2 2 5 2 5 5

※　入日とは、「月間実利用人数」に「1人1か月当りの平均利用日数」を乗じて得たサービス量をいい

ます。
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（2）日中活動系サービス

①生活介護

常に介護を必要とするルこ、施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行うと

ともに、創作的活動またl

②療養介護

生産活動の機会を提供します。

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、
l

看護、介護及び日常生活甲世話を行います0
③児童デイサービス　：

陣がい児に日常生活の

行います。

④自立訓練（機能訓練

自立した日常生活ま

は生活能力の向

（9就労移行支援

一般企業等へ

力の向上のために必要

⑥就労継続支援（A型
一般企業等での就労

労
　
要

就
　
必

の
　
に

華本的な動作の指導や集団生活への適応訓練などを

活訓練）

社会生活ができるよう、一定期間、身体機能また

必要な訓練を行います。

望
　
練
　
用
難

一定期間、就労に必要な知識及び能

B型【非雇用型】）

な人に、働く場を提供するとともに、知識及び

能力の向上のために必要な訓練を行います。

⑦旧法入所サービス・旧年適所サービス（日中活動分）
旧法入所施設や旧法適所施設において日中活動として日常生活に必要な訓

練や生産活動を通じた知喜萌の習得や能力向上のために必要な訓練を行います。

■1か月当り利用見込み

区　　　　　　 分 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

生　　 活　　 介　　 護

実利桓 数 　 人
72 1 0 1 1 2 9

利用
申込量 　 入日

1，2 2 4 1，7 17 2 ，1 9 3

療　　 養　　 介　　 護

実利画 数 人
2 2 2

利用 込量 　 入日
62 6 2 6 2

児童 デイサ ービス
実利 吉敷 　 人

48 6 2 7 6

利用申込量 　 人目
7 6 8 9 9 2 1，2 1 6

自　 立　 訓　 練
（機 能 訓 練）

実利
桓 数 人

1 2 3

利用
皐込量 　 入日

2 0 4 0 6 0

自　 立　 訓　 練
（生 活 訓 練）

実利
桓 数 　 人

3 7 3 8 4 2

利用舞込量 　 人目
62 9 6 4 6 7 1 4

就　労　移　行　支　援
実利用者数 　 人

2 0 2 5 2 8

利用声込芸 　 人8
4 0 0 5 0 0 5 6 0
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区　　　　　 申 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

就 労 継 続 支 援

（ A　 型 ）

実利桓 数 人
4 5 6

利申 込量 　 人田
9 2 1 1 5 13 8

就 労 継 続 支 援

（ B　 型 ）

実利用者数 　 人
1 3 0 14 2 2 1 3

利用見込量 　 入日
2 ，3 4 0 2 ，5 5 6 3 ，8 3 4

旧法 入 所 サ ー ビス

（日中活動分）

実利用者数 　 人
8 0 5 7 5 5

利用見込量 　 人目
1，7 6 0 1，2 5 4 1 ，2 1 0

旧 法適 所サ ー ビス
（日中活動分）

実利用者数 　 人
1 2 1 1 2 9 2 5

利用見込墨 　 入日
2，5 4 1 2 ，7 0 9 5 2 5

※　人目とは、「月間実利用人数」に「1人1か日当りの平均利用日数」を乗じて得たサービス量をいいます。

（3）居住系サービス

①共同生活介護（ケアホーム）

共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

②共同生活援助（グループホーム）

共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います。

③施設入所支援

施設に入所する人に、夜間や休日時に入浴、排せつ、食事の介護等を行い

ます。

④旧法入所サービス（居住分）

旧法入所施設に入所する人に、夜間や休日時に入浴、排せつ、食事の介護

等を行います。

■1か日当り利用見込み

区　　　　　　　　　 分 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

共 同 生 活 介 護

（ケ ア ホ ー ム）

実利用者数 　 人
5 6 5 9 6 4

利用見込墨 　 大田
1 ，7 3 6 1，8 2 9 1 ，9 8 4

共 同 生 活 援 助

（グループホーム）

実利用者数 　 人
4 0 4 6 4 8

利用見込量 　 入日
1 ，2 4 0 1，4 2 6 1，4 8 8

施 設 入 所 支 援
実利用者数 　 人

6 1 8 6 8 5

利用見込量 　 人目
1 ，8 9 1 2 ，6 6 6 2 ，6 3 5

旧 入 所サ ー ビス

（居　 住　 分）

実利用者数 　 人
8 2 5 9 5 7

利用見込墨 　 人目
2 ，5 4 2 1，8 2 9 1，7 6 7

※　人目とは、「月間実利用人数」に「1人1か日当りの平均利用田数」を乗じて得たサービス量をいいます。
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（4）相談支援

自ら福祉サービスの利用の調整が困難な単身の陣がい者などに計画的にサ

ービスを利用できるように支援します。

11か月当り利用見込み

区　　　　　 分 平成2 1 年度 平成2 2 年度 平成2 3 年度

サー ビス利用計画 人

5 5作　　 成　　 音　　 数 5

6．地域生活支援事業の実施

陣がい者が地域において自立した生活ができるよう、地域の特性や利用者の状

況に応じて市町村において柔軟に実施できる事業として、地土或生活支援事業が創

設されました。

地土或生活支援事業は、5つの必須事業とその他の任意事業があり、花巻市は、

次の事業を実施します。
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（1）相談支援事業

陣がい者、陣がい児の保護者及びその家族からの相談に応じ、必要な情報

の提供や助言、障がい福祉サービスの利用支援、または地域生活を支えるた

めに関係機関と連携し、必要な支援を行います。

相談支援事業をはじめとし、地域の陣がい福祉に関するシステムの中核的

な役割を果たす場として、「花巻市地域自立支援協議会」を設置し、相談支援

事業者の運営評価や因難事例への対応のあり方等を協議、調整します。

■事業実施見込み

区　　　　　　 分 平成2 1 年度 平成22 年度 平成2 3 年度

相談支援

事　 業

陣 が い 者 相

談 支 援 事 業

か所

2 2 3

地 域 自 立

支 援 協 議 会

か所

1 1 1

相 談 支 援 機 能 強 化 事 業 実施 実施 実施

住 宅 入 居 等 支 援 事 業

（居住サポー ト）
実施 実施 実施

成年後見制度利用支援事業 実施 実施 実施

（2）コミュニケーション支援事業

意思疎通を図ることに支障がある陸がい者等に対して、手話通訳者や要約

筆記奉仕員を派遣する事業を実施し、意思疎通の仲介を行います。

また、要約筆記を行う壕の拡充に努めます。

■年間利用見込み

区　　　　　　　　　　　 分 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

手話通訳者 設置事業 実 設 置 者 数 人
1 1 1

手話通訳 者派遣事業

実 利 用 者 数 　 人
1 0 1 0 1 0

延べ利用回数 　 画
6 0 6 0 6 0

要 約 筆 記 奉 仕 員

派　 遣　 事　 業

実 利 用 者 数 　 人
3 0 3 0 3 0

延べ利用回数 　 国
2 0 2 0 2 0
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（3）日常生活用具給付等事業

重度の陸がい者等に対して、日常生活に必要不可欠な日常生活用具を給付

し、自立した生活を促進します。

■年間利用見込み

区　　　　　　　　　　　 分 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

介 護 ・訓 練 支 援 用 具
件

9 9 9

自 立 生 活 支 援 用 具
件

1 8 1 8 1 8

在 宅 療 養 等 支 援 用 具
件

2 4 2 4 2 4

情報 ・意思疎通支援用具
件

3 8 3 8 3 8

排 せ つ 管 理 支 援 用 具
　 件

2 ，2 9 6 2 ，6 4 7 3 ，0 5 2

居 宅 生 活 動 作 補 助 用 具 件

6 6（住　 宅　 改　 修） 6

※　排せつ管理支援用異のうち蓄便袋、蓄尿袋、紙おむつについては、1か月分を1件として
います。

（4）移動支援事業

移動が困難な陣がい者等に対して、生活上必要不可欠な外出や社会参加の

ための外出の際に、外出先での移動介護を行います。

■事業実施及び利用見込み

区　　　　　　　 分 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

事　 業　 実　 施　 か　 所　 数
か所

6 6 6

実　 利　　 用　　 者　 数
人

3 4 3 9 4 4

年 間 延 べ 利 用 時 間 数
　 時間

2，3 8 0 2 ，7 3 0 3 ，0 8 0
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（5）地域活動支援センター事業

地域活動支援センターにおいて、創作的活動や生産活動の機会を提供し、

社会との交流の促進を図ります。

また、地域活動支援センターの機能を充実強化し、障がい者等の地域にお

ける生活を支援します。

■事業実施及び利用見込み

区　　　　　　　　　　　　 分 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

事　 業　 実　 施　 か　 所　 数

市内 かl所
2 2 2

市 外 か所
2 2 2

計 か所
4 4 4

基 礎 的 事 業 実 施 か 所 数

市内 か所
2 2 2

市 外 か所
2 2 2

計 か所
4 4 4

機 能 強 化 事 業 実 施 か 所 数

市内 か所
2 2 2

市 外 か所
2 2 2

計 か所
4 4 4

実　　 利　　 用　　 者　　 数

市外 　 人
9 7 1 0 3 1 0 9

市 内 人
8 9 1 0

計 　 人
1 0 5 1 1 2 1 1 9

年　 間　 延　 べ　 利　 用　 日　 数 市 内 　　 目
5 ，8 8 0 9 ，2 9 6 1 4 ，6 3 7

※　実利用者数の市外とは、市外に所在する事業所を利用している人数であります。

（6）訪問入浴サービス事業

身体陣がい者の居宅を訪問し、入浴サービスの提供を行います。

■事業実施及び利用見込み

区　　　　　　 分 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

事　 業　 実　 施　 か　 所　 数 力＼所
3 3 3

実　　 利　　 用　　 者　　 数 　 人
1 1 1 2 1 3

年　 間　 延　 べ　 利　 用　 日　 数 　 目
8 8 0 9 6 0 1■，0 4 0
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（7）更生訓練費給付事業

社会復帰を図ることを目的に更生訓練を受けている苔の吉川練経費を給付し

ます。

■給付見込み

区　　　　　　 分 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

給　　 付　　 者　　 数 人
5 5 5

（8）就職支度金給付事業

更生訓練、就労移行支援事業、就労継続支援事業を利用して就職する者に

就職支度金を給付します。

■給付見込み

区　　　　　　 分 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

給　　　 付　　　 者　　　 数 　 人
1 4 1 7 2 0

（9）生活支援事業

日常生活に必要な訓練や指導などを行い、生活の向上を図り、社会参加を

促進します。

『年間利用見込み

区　　　　　　 分 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

視 覚 陣 が い者 生 活 訓 練 等 人
4 0 4 0事　 業　 実　 利　 用　 者　 数 4 0

聴 覚 陣 が い者 生 活 訓 練 等
人

2 5 2 5事　 業　 実　 利　 用　 者　 数 2 5

福 祉 機 器 リサ イ ク ル 事業 件
1 6 0 1 6 0利　　　 用　　　 件　　　 数 1 6 0

（10）日中一時支援事業

日中に介護者がいないため、一時的に見守り等の支援が必要な人に、日中

の活動の場を提供します。

■事業実施及び利用見込み

区　　　　　 分 平成 2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

事　 業　 実　 施　 か　 所　 数 か所
1 1 ． 1 1 1 1

実　　 利　　 用　　 者　　 数 　 人
4 3 4 8 5 3

年　 間　 延　 べ　 利　 用　 日　 数 　 日
4 ，8 1 6 7 ，4 4 0 1 1 ，3 9 5
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（11）社会参加促進事業

スポーツ・芸術文化活動の実施や点字・声の広報等の発行、要約筆記者・

手話通訳者の養成など、陣がい者の社会参加を促進する事業を行います。

■利用見込み

区　　　　　 分 平成2 1 年度 平成2 2 年度 平成2 3 年度

スポ ーツ ・レク リエ ーシ ョン教室 開催 等 人
9 0 9 0事　　 業　　 参　　 加　　 者　　 数 9 0

点 字 ・声の 広報 等発 行事業

点　 字　 分 　 人
3 0 3 0 3 0

声　　　 分 人
7 0 7 0実　　 利　　 用　　 者　　 数 7 0

計 　 人
1 0 0 1 0 0 1 0 0

奉 仕 員

養成研修

事 業

点訳奉仕員責成研修事業実受講者数 人
5 5 5

要約筆記奉仕員養成研修事業実受講 人
5 5音　　　　　　　　　　　　　 数 5

手 話 奉 仕 員 責 成 研 修 事 業 人
5 5実　　 受　　 講　　 音　　 数 ー

自動車 運転 免許取 得費助 成 事業利 用者 数 人
2 2 2

自 動 車 改 造 助 成 費 事 業 利 用 者 数 人
5 5 5

（12）知的陣がい者職親委託制度

更生援護に熱意のある事業経営者等（職親）に知的陣がい者を預け、生活

指導や技能習得訓練などを行います。

■利用見込み

区　　　　　 分 平成2 1 年度 平成 2 2 年度 平成 2 3 年度

利　　　 用　　　 者　　　 数
人

7 7 7
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